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１ ガンビアに対する開発協力のねらい 
（１）ガンビアでは、1997 年に民政移管が行われ、更に 2016 年の大統領選挙及び

2017 年の政権移行を経て、実質的な民主的政権交代が実現した。それ以降、同国政

府は民主主義と法の支配の定着に向けた努力を継続している。同国は、人口や経済規

模は小さいながらも、アフリカ開発会議（TICAD）プロセスには、副大統領や高官を

代表団に派遣するなど、一定の関与を継続している。地域の安定や開発に向けた取り

組みを推進しており、我が国とは良好な二国間関係を築いている。 
（２）2016 年の政権交代以降、同国政府は経済基盤の強化や財政安定性の向上に努

めており、近年では周辺国と比べても高い経済成長率を維持するなど、一定の進展が

見られる一方で、高い水準の累積債務（対 GDP 比約 73.5％（世界銀行／IMF 分析

（2024 年末））や慢性的な財政赤字（対 GDP 比約 3.8％（IMF（2024 年推計））等、

引き続き課題は多い。また、主要産業である農業は気候変動の影響を受けやすく、国

民の主食である米の自給率は 10～20%台（アフリカ開発銀行（2023））と極めて低い

水準に留まっており、食料安全保障の確保が喫緊の課題となっている。加えて、急速

な人口増加に伴う労働力人口の増加と、インフォーマル主体で脆弱な産業基盤による

雇用吸収力の不足により、若年失業率が高く、若年層の雇用問題も解決すべき課題と

なっている。 
（３）こうした課題に対し、ガンビア政府は新たな国家開発計画「復興重視型国家開

発計画（RF-NDP）2023–2027）」を策定した。同計画は、コロナ禍等の外的ショック

からの回復、強靭性の構築、そしてグリーンな経済・社会変革の加速化を国家目標と

して掲げており、政府として課題解決に向けた自助努力を強化している。 
（４）我が国がガンビアの「RF-NDP」に沿って食料安全保障・農業振興、水・衛生

等の協力を実施することは、ガンビアの持続可能な開発を後押しし、同国との信頼関

係を一層深めることにつながる。 
 
２ 我が国の対ガンビアＯＤＡ基本方針（大目標）：人間の安全保障を推進し、「質の高

い成長」を実現する 
 ガンビア政府や多様なパートナーとの「共創」を通じ、同国の「RF-NDP」の達成

を後押しする。具体的には、農業生産性向上や農村技術普及等を通じて食料安全保障

を強化し、上下水道整備や衛生改善プロジェクトにより基礎的社会サービスの向上を

支援する。 
また、地域住民や若年層を対象とした雇用創出・技能開発を推進し、経済的・社会

的包摂性を高めることにより、一人ひとりが尊厳をもって幸福に生きられる環境づく

りを目指す。こうした取り組みによって、持続可能性・強靭性を兼ね備えた「質の高



 

い成長」を実現し、それによって貧困の撲滅にも貢献していく。 
 
３ 重点分野（中目標） 
（１）人間の安全保障の推進 
人間の安全保障の観点から、ガンビアでは一部地域で安全な飲料水や衛生環境が十

分に確保されていないことから、食糧援助に加え、安全な水供給や衛生改善につなが

る協力等を通じて、食料安全保障の確保や基礎的社会サービスの改善を支援する。 
（２）「質の高い成長」の促進 
ガンビア経済の自律性・強靭性を強化するため、同国の基幹産業である農業及び水

産業の振興を支援し、農業技術の普及や漁村インフラ整備、加工・流通の改善を通じ

て若年層を含む地域住民への雇用創出と持続可能な経済成長の基盤づくりを後押し

する。 
 
４ 留意事項 
 ガンビアは経済・人口が小規模であることや、現地における公館・人的リソースが

限られていることから、ODA 予算の戦略的、効果的、効率的に活用することが求めら

れる。そのため、周辺国で実施する広域協力を含め、多様な協力手法を目的に応じて

有機的に組み合わせる。また、ガンビアで事業を展開する他の開発パートナーとも戦

略的な連携を強化する。 
 

（了） 
別紙： 事業展開計画 


